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特集：メディア情報リテラシー新時代
　

ニュース砂漠とメディア・リテラシー
ジャーナリズムのリソース調達という視点から

Media Literacy to Resist News Deserts: A Focus on Resourcing 
Journalistic Activities

　
小川 明子

名古屋大学大学院 情報学研究科　

　
概要
　ここ数年、メディア環境の変容によって、報道メディアが存在しない地域、「ニュース砂漠」
の増加が世界中で問題視されている。地域住民に必要とされるニュースや情報の提供、権力監視
を行うジャーナリズムは、健全な民主主義社会に不可欠な活動であるが、近年の新聞購読者減少
や地域における広告費出稿の変化に伴い、いかにサステナブルに運営していけるかが問われる一
方、ジャーナリズムの役割や苦境について、日本での関心は高くない。
　そこで本稿では、まず、市民の理解なしに、公共財であるジャーナリズム活動をサステナブル
に運営することは困難であることを説明する。そののち昨今広がりを見せる非営利ジャーナリズ
ムとそのリソース調達に焦点を当て、サステナブルなジャーナリズム活動に市民の多様な協力体
制が必要であることを示すことで、民主主義、ジャーナリズムを支えるメディア・リテラシーを
提案したい。
　
　The transformation of the media environment in recent years has caused the problem of 

‘news deserts’, places where news media does not exist, to become increasingly prevalent across 

the world. Journalism represents an essential aspect of a well-functioning democratic society, 

providing residents with public interest news and holds local authorities to account. Yet, the 

decline in the number of newspaper subscriptions and shifts in local advertising have created 

problems for sustainable journalism operations. 

　However, the functions and difficulties of journalism are generally little understood in Japan.

　This paper argues that the public good of journalism cannot be sustainably managed without 

the appreciation of citizens. The author focuses on financing models for non-profit journalism, 

and posits the need for increased media literacy to support sustainable journalism in communities.
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1．はじめに：サステナブル・ジャーナリズムという視点
　
　2018年、ノースカロライナ大学のメディア・ジャーナリズム学部の調査チームは、米国にお
いて自らの地域新聞を持たないエリアを「ニュース砂漠」と表現し、2000年代以降の拡大状況
に警鐘を鳴らした（Abernathy, 2018）。米国では目まぐるしいローカル・ニュース企業の買収・
統合とそれに伴う記者の大規模な解雇という事情も加わり、以前より地域発のニュースが減少す
ることが問題視されてきた。同様の状況は、デジタル化、インターネット広告の浸透とともに、
世界各地で広がっている（Reader & Hatcher, 2020）。
　ニュース砂漠化が引き起こす課題については、研究成果をもとにした多様な指摘がある。地域
の歴史や生活情報を知る手段を失うことで、コミュニティに対するアイデンティティの育成が阻
害される（Mathews, 2020）、住民が地域の現況を的確に理解し、未来について議論する機会を
奪われ、行政に対してアプローチしづらくなる（Magasic & Hess, 2021）、選挙の際に広域新聞
では扱えない地域密着の争点中心型報道が不可能になる（Shaker, 2011）、市民活動への参加度
が低下する （Shaker, 2014）などといった危惧が表明されている。しかし、Pew Research Center

（2018）の調査によれば、71%の米国市民が、地域新聞が財政的困難を抱えていることに気づか
ずにいるという（1）。米国と歴史やメディア事情が異なるものの、日本も他の国でも状況はさほ
ど変わらない。
　ニュース・リテラシー、フェイクニュースなど、ニュース内容の精査を促すメディア・リテラ
シーの論考や教材は少なくない。しかし、情報やコンテンツがどのように供給されているのか、
すなわち、ニュース自体を供給するメディア自体がどのようなシステムや仕組みで成り立ってい
るのかについての教育は、メディアが広告主の影響を受けるといった基礎的なこと以外、十分示
されているとは言えない。例えるならば、水道水が安全かどうか、あるいは安全性を見きわめる
試薬をめぐる議論はあっても、安全な水道水をいかに供給するか、あるいはそのシステムをいか
に維持するかという議論は十分なされていない印象を抱く。
　メディアやジャーナリズムをポリティカル・エコノミー的視座から分析する研究そのものが、
とりわけ日本においてきわめて少ない上（水越 , 2003、井出 , 2010）、世界的に見ても、ジャー
ナリズム研究においても、デジタル時代の健全な民主主義を支えるジャーナリズム経営に対して、
これまで関心は低かった（Deuze&Witschge, 2018）。また経営を支えるビジネスモデルについて
も、世界中を見渡してみてもまだ決定的なモデルは示されていない。しかし、デジタル化によっ
てメディア環境が大きく変化し、ジャーナリズムの意義や主体が曖昧になる中で、ジャーナリズ
ム活動の意義とシステム、運営について改めて理解し、市民自らが活動を支える上で市民側の積
極的な関わりやメディア・リテラシーが重要という点については、広くコンセンサスが得られつ
つある（Williams, 2017, 林 , 2017,  Abernathy, 2018）。
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　ジャーナリズムについては多様な定義があるが、本稿では、さしあたり民主主義社会に必要と
されるニュースや情報の収集・発信活動としておく。ジャーナリズム活動と社会の関係を考える
にあたっては、スウェーデン、リンネ大学の Fojoメディア・インスティテュートが掲げる「サ
ステナブル・ジャーナリズム」の説明が参考になる。「サステナブル・ジャーナリズム」は、以
下のようなことを意味する。すなわち、現代社会は、気候変動などの環境問題や、貧困、不平等、
民主主義の崩壊といった危機と隣り合わせにあり、その持続可能性を問われている。また一方で、
日々のニュースや情報の供給を行うジャーナリズムもまた、グローバルなメディア企業の台頭や、
権力とメディアの癒着、偽情報や誤情報の問題、そしてメディアに対する市民の信用低下という
危機にさらされ、持続可能性を問われている。重要なことは、この 2つの持続可能性が表裏一
体の関係にあるということだ。持続可能な社会を構築していくためには、デジタルであるか否か
を問わず、課題に対して議論したり、対策を立てたりする上で必要な情報を、政治的・経済的権
力に遠慮せず、滞りなく供給できるジャーナリズム活動が必要で、またそうした健全なジャーナ
リズムは、権力の抑圧を過度に受けない健全な民主主義社会によって支えられるからだ（2）。
　民主主義社会の持続可能性とジャーナリズムの持続可能性。ネットメディアの台頭で以前のよ
うな力を失いつつあるマスメディアが、今後ジャーナリズム活動から撤退しかねない状況におい
て、この二つを、いかに維持することができるのだろうか。そのために私たちができることは何
か。マスメディア・ジャーナリズムが弱体化しつつある今、ジャーナリズムの経営と市民のメデ
ィア・リテラシーにはきわめて密接な関係が求められている。本稿では、特に地域における持続
的なジャーナリズム活動、なかでも調査報道に焦点を当て、活動を維持する仕組みと方策につい
て考えるメディア・リテラシーの必要性について、世界の事例をもとに検討してみたい。
　
2．調査報道と地域社会
　
2-1. 調査報道と民主主義
　新聞や放送の報道には、世の中で無数に起こっているできごとの中から、それぞれの紙面や報
道の時間に合わせて、住民、市民が知るべきことを提示する「議題設定機能（McCombs&Shaw,  

1972）」がある。社会に潜む多様な課題をメディアが見つけ出して伝えることで、ようやく読
者・視聴者が関心を持ち、それが政治をはじめとする意志決定に影響を与える。地域社会でも
同様だ。たとえば、北日本新聞で報道に携わってきた梅本（2015）は、政策の変更によって地
域医療機関が機能不全に至ったニュースを例に挙げ、各地の新聞には、地域社会で起きている
課題や問題を知らせ、日本という体の「毛細血管の異常」を見つけ出す役割があると説明して
いる。このように、市民生活において知っておくべきニュースを公益ニュース（public interest 

news）と呼ぶ。今からちょうど 100年前、リップマンは、人びとは通常、頭の中に構築した世
界観（疑似環境）を通して行動するが、その時の世界観はメディアによって作られると述べた
（Lippman,1922=1987）。住民たちは自分の行動範囲だけでは何が起こっているのかを理解でき
ない。暮らしている地域社会についてもメディアを通して知ることになる。さらに、公益ニュー
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スをめぐる評論や対話も、新聞報道などのマスメディアで行われることが多い。このように、メ
ディアは、社会的問題や公共的課題を議論する公開討論の場（Kovach&Rosenstiel, 2001=2002）
としての役割も有している。
　持続可能な社会を構築していくためには、公益ニュースをはじめとする情報の発信・流通とと
もに、政治的・経済的権力に不都合な情報でも滞りなく供給できるジャーナリズム活動が必要で
ある。市民が課題解決に必要とする情報を得るためには、時に政治権力や企業が表沙汰にしたく
ないネガティヴな情報を明らかにし、市民に提供する必要がある。
　地方自治体からの情報は、多くの場合、資料提供や記者会見で発表される内容が記事にされる
ことが多い。しかし、発表をもとにした「発表ジャーナリズム」は、自治体側にとって都合のい
い情報だけをそのまま伝えるに過ぎないとして国内外で批判されることも多い。行政や権力者が
失策や怠慢を自ら発表することは稀であり、しかしそうした問題こそ、住民側が知っておく必要
があるからだ。不正などは、対抗勢力の告発や警察が立件することで明らかになる場合もあるが、
放っておいてそのまま自発的にニュースになることはほとんどない。
　こうした隠された、あるいは隠れた「不都合な真実」を、さまざまな裏付けをもとに明らかに
していく活動を調査報道（investigative journalism）と呼ぶ。『現代ジャーナリズム事典』には、
「調査報道には、権力不正を暴く「権力監視型」、埋もれている問題を長期間にわたって封じる「キ
ャンペーン型」などに類別できうるが、最大の特質は、「権力監視型が持つ “破壊力 ”にある（3）」
とあり、1972年の米国のワシントン・ポストによるウォーターゲート事件の告発や 1988年の
朝日新聞によるリクルート事件報道など、政権に打撃を与えた事例が挙げられている。権力の腐
敗を告発し、社会において隠されている問題を可視化するなど、調査報道は、民主主義において
きわめて重要な役割を持つ。
　そして、その役割は、これまで市民の「知る権利」を代表して、主に新聞や雑誌、放送といっ
たマスメディアが担ってきた（4）。マスメディアには、司法、行政、立法に対して監視の目を向
ける報道の役割、すなわち番犬（Watch dog）機能が期待され、また自らそうした役割を自覚し
てきた。また権力監視のメディアが存在することで、権力者の不正を未然に防ぐ抑止効果も期待
されてきた。実際アメリカでは、地方紙という監視の目がなくなったことで、行政のコスト意識
が緩み、地域の経済状況が悪化したわけでもないのに財政状況が悪化した事例が報告されている
（Gao et al., 2018）。
　しかし筆者が確認した 2021年採用の日本の中学や高校の社会科の各社の教科書では、メディ
アの権力監視的役割については十分記述されておらず、むしろ世論を作る多大な権力を持つ組織
として、市民がマスメディア側を監視すべきというロジックで説明される傾向が見られる。確か
に、先に述べたように、マスメディアは、議題設定機能を担っており、その選択や内容に目を向
け、マスメディアが報じていないものごとにも目を向けたり、情報を分析してみたりすることは
重要ではある。しかしそれと同様に、マスメディア、とりわけ報道による監視と報道が、民主主
義社会において、権力を持つ者が襟を正す上で重要な役割を担ってきたことも知っておくべきで
あり、その視点からマスメディアが担うべき役割を評価する視点も必要である。
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　現代では、ソーシャルメディアで、権力を持つものの不正が告発されることも少なくなく、ネ
ット上で炎上し、権力を持つ側が対応を迫られるケースも多い。ゆえにインターネット上の言説
が一定の権力監視機能を果たしており、将来的には一定の役割を担うことになるだろう。しかし
個人の告発に頼ることには危険性もある。そもそも、調査報道には、不正を告発する情報提供者
などとの信頼関係が必要で、また一つ間違えば法的に訴えられる危険性と隣り合わせである。し
たがって、これまでマスメディアでは、慎重に多様な証言や証拠を得、複数の人員で多面的に検
証した上で、メディア企業の責任の上で発表されてきた。それゆえ、人件費、交通費、通信費な
どには多大な費用がかかっている。Yahooをはじめとするニュース・プラットフォームは、読
者が訪れたページビュー数に沿って一定額を報道機関に配分するが、自ら調査報道サイトを立ち
上げている立岩（2018）は、テレビなどの有名人の発言をそのまま記事にしてネットで公開し
て莫大なページビュー数を稼ぐ、いわゆる「コタツ記事」と比べて、調査報道に莫大な費用がか
かることを指摘し、こうした費用を、読者や視聴者減に悩むマスメディアが負担することが世界
的に困難になっていることを指摘している。つまり人びとの関心を集め、金銭に変える論理（ア
テンション・エコノミー）下において、マスメディア側の経済的状況が悪化すれば、調査報道が
真っ先に切り捨てられていく現状があり、実際、後述するように、米国では主流マスメディアの
縮小・撤退によって、調査報道を行う非営利団体の設立が相次ぐなど、ジャーナリズムをめぐっ
てビジネス形態の変容が見られる。
　整理すると、そもそも公益ニュースや調査報道は、多くの場合、スポーツやエンターテインメ
ントの話題よりも読者・視聴者の関心を集めにくく、売上に結びつきづらい。その上、次節で述
べるような従来型広告ビジネスの崩壊によって、その責務を担っていたマスメディアは、とりわ
け小さな市町村から撤退せざるを得なくなっている。そのことは、当該地域にとって重要な問題
が報じられないようになるだけでなく、監視の目を逃れた権力者によって不正が行われかねない
ことを意味している。
　
2-2. ニュース・プラットフォームの登場と広告モデルの変容
　上記のような問題は一般には気づかれにくい。ネット上にはニュースを配信する多様なニュー
ス・プラットフォーム（日本では主に Yahoo News）やニュース・アプリ／キュレーションサイ
ト（Smart News, News Picks, Nordotなど。以後、まとめてニュース・プラットフォームと表記）
が存在し、オーディエンスの側は、そこを通じて相変わらず、多くが無料でニュースを見聞きす
ることができるからだ。日本では、2010年代の地下鉄などにおける携帯電話電波網の整備やス
マホの普及、また 2015年以降の 4G化によるアプリや動画視聴の普及によって、ニュース・プ
ラットフォーム経由のスマホによるニュース閲覧が常態化した。実際、日本でニュースを得るメ
ディアとしては、2022年にはオンラインが 65%、テレビが 56%、ソーシャルメディアが 28%、
新聞が 27%となっている（複数回答）（5）。新聞でニュースを読むというより、ニュース・プラ
ットフォームを介し、またアルゴリズムによって関心があるとみなされたニュースを読む傾向に
変化しているといえる。しかしそうして読まれているニュース、とりわけ公益ニュースの取材そ
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のものは、元を辿ればいまだに圧倒的に従来のマスメディアが担っている。新聞や放送局の記者
やカメラマンが現場を訪れて取材、執筆したものが多く、繰り返せば、人件費や交通費、機材、
通信費、支局の地代など取材費用がかかっている。
　取材費を負担している新聞についてみると、日本は世界で最も新聞発行部数が多く、また人
口当たりの発行部数も世界一位であるが、2021年時点の全国の一般紙発行部数（6）は 3300万部
であり、10年前に比べると、ほぼ 3割の発行部数減（7）、広告費も 3.6割減（8）で総売上高は 4分
の 3（9）と業績は悪化している。購読料収入の減少に加え、広告費の減少も痛手だ。新聞の収入内
訳については、1990年代前半には、販売収入（購読料）と広告収入とがほぼ同額であったが、
2021年度には広告費の割合が 18.2%にまで減少している（10）。広告費減少には、いうまでもな
く広告費全体のインターネット移行が影響している。
　ウェブ広告は、2段階の導入過程で普及した。当初は、ニュースサイトなどのページビューに
即した課金として導入され、その後、2000年代半ばに、広告主の求める属性に見合ったユーザ
ーに広告を表示することができるターゲティング広告が一般化したことによって急加速した。た
とえば地域企業の広告は、これまで広告会社を通じて、地方紙や地方テレビ局、チラシとして掲
載・放送されてきたが、現在、ウェブ広告を用いれば、生活エリアはもちろん、ユーザーの年齢
や性別、興味関心ごとに比較的安価に配信可能で、そのデータも参照、分析することができるこ
とから、地域での広告が、地域のメディアからウェブへと流れる傾向がある。日本でも、検索連
動型広告において Googleが 7-8割のシェア（11）を占めるなど、世界的にグローバル巨大 IT企業
への広告出稿の移行（12）が急激に進んでいる。
　繰り返せば、新聞やテレビの購読数や視聴率が、スマホなどのデジタル・デバイスやニュース
プラットフォームの普及によって低下しているだけでなく、広告料収入も減少している。それで
も日本の新聞社の倒産件数は他国と比べて著しく少なく、また記者の解雇も少ない。戦後の払い
下げで新聞社が得た不動産が活用されていることもあるだろうが、酒井（2021）は、大きな理
由として、日本の新聞社が、技術革新に伴う印刷や発送、営業といった従業員の総数削減によっ
て人件費を削減してきたことを挙げ、今後、記者の大幅な削減にまで踏み切らざるを得なくなっ
たときには、日本の新聞社は報道の質の維持が困難になると論じている。
　しかし、人びとにはその危機感はない。繰り返せば、読者側は無料でニュースを読むことがで
きるが、そのニュースを最初に取材するメディアの側の収入に結び付かなくなりつつあり、地元
企業が支払う広告費が、地元広告企業や地元マスメディアよりも、海外の巨大グローバル資本へ
と流れる傾向がある。オーストラリアやカナダ、ヨーロッパでは、国家レベルでコンテンツの正
当な報酬支払いをグローバルメディア企業に求め、実際に支払いが始まっている（13）が、日本で
は世論の関心が高くないため、国としての対応も遅く、プラットフォームとも各社独自契約（14）

となっていることから、額も減少額に十分見合ってはいないと考えられる。
　またその一方、新聞社や放送局から発信されたニュースのキュレーションを行うプラットフォ
ームは順調に収益を伸ばしているが、広告や購読料の利益配分について、記事の取材・発信に携
わったメディア企業より、プラットフォーム側に偏りすぎているとの指摘もある（井坂・根本 , 
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2018）。同様のことは、Google News Initiative（15）や、Facebookのメディア支援プロジェクトな
どとの関係においても慎重にみきわめる必要があるだろう。Abernathy（2018）は、Googleな
どのグローバルメディア資本のこれらニュース企業のサポートは、利益のごく一部を使っている
に過ぎないと批判し、もっと多額の財政的な関与が必要と主張している。
　グローバルメディア資本やニュース・プラットフォームとの利益配分については、契約時に将
来像が読みきれずに安価に設定してしまったマスメディア側の落ち度という指摘もある。しかし
そのことが遠因となって地域社会で必要とされる公益ニュースが伝わらなくなるのだとしたら、
単なる企業の失策では済まず、私たちにとっても見過ごせない問題ではないだろうか。
　
2-3. 地域メディアと調査報道：二面市場の視点から
　地域社会においても民主主義の視点から調査報道は必要だ。先に述べたように、ニュース購読
の手法や広告形態の変化は、より小規模な地域のメディアにこそ影響している。日本には市町村
レベルの小さな新聞や、ケーブルテレビ、コミュニティ F Mが多くの地域に存在し、地域情報
を伝え続けているが、数年前から閉鎖するコミュニティ放送局も出始めた。それまで、地域生活
者として、費用対効果よりも共助的・互助的な「お付きあい」（北郷 , 2009）としてコミュニティ・
メディアに出稿されてきた地域対象の広告費なども、コロナ禍による地域経済の停滞のなかでど
こも減少している（Glaser, 2020）。
　一方、ウェブを中心とした新しい地域メディアとして、地元経済と文化に特化した情報、ニュ
ースを伝えるフランチャイズのウェブサイト、「地域経済新聞」が、地域の情報・広告媒体とし
て一定の存在感を示すようになった。また最近では、クーポン付の生活情報誌や、若手が作るス
タイリッシュな zineが、各地で数多く発行されている。これらのメディアでは、イベントやビ
ジネス情報や住民の生活情報など、基本的にポジティブな話題や情報にのみ焦点が当てられてお
り、地域の情報流通を促すことが期待される一方、公益ニュース、とりわけ地域社会の権力監視
にはほとんど関心がない。ちなみに日本では、ケーブルテレビやコミュニティ・メディアといっ
た放送系地域メディアも、ほとんどの場合、地域権力の腐敗や不正などをめぐる調査報道的な内
容は報じないことが暗黙の常識となってきた。理由としては、狭いコミュニティであるゆえに、
地域内の対立を招いたり、特定の人物を批判したりすることを良しとせず、地域内の事故や事件
さえ報じない局も少なくない。また、地域振興の視点から雇用確保のための大企業誘致や産業振
興のための企業優遇などをやむなしとする見方、あるいは小さなコミュニティ内で私的人間関係
が影響しやすかったりするため、地域社会における調査報道を困難とする指摘も少なくない（井
出 , 2016、松浦 , 2013）。また、コミュニティ F Mなどは第三セクター方式で運営される場合は
そもそも行政批判がしづらい。
　むしろ、地域での不正は、当該地域より大きな領域をエリアとする、県域レベル以上のマス・
メディアによってニュース化されてきた側面が大きい。しかし、先に述べたように、今後、県域
マスメディアや全国紙の人員削減や、支局の閉鎖、統合が相次げば、残された支局員もより多く
のエリアを担当することになり、各自治体や企業の発表記事を原稿化するだけで精いっぱいとい
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う状況になりかねない。また、強い志で地域の政治的事象を取り扱ってきた小規模地域紙が、経
営者の高齢化や、デジタル化の遅れなどから、休刊状態に陥るケースが少なくない。こうしてメ
ディア間の競争が弱まることで、明らかにされる「不都合な真実」も減る可能性がある。
　メディア・リテラシーという視点から見ると、こうした地域メディア環境の変化は、住民側の
ニュースへの関心低下と表裏一体であることにも注意を促しておきたい。ロイター・ジャーナリ
ズム研究所のデジタル・ニュース・レポートによれば、ニュースを、頻繁に、あるいは時々避け
る（ニュース回避）人びとの割合が世界中で急増しているという（16）。日本は英国などと比べる
とその割合は低いが、若年層を筆頭に、ニュース、とりわけ政治ニュースを避ける傾向があるこ
とは、種々の調査が明らかにしているとおりだ（17）。ニュースへの関心低下と読者のニュース回
避は、購読料だけでなく、多くの地域メディアがよってたつ広告収入の低下に結びつく点に注目
する必要がある。Sjøvaag&Owren（2021）は、地域の広告媒体として特徴付けられていた地域
メディアが、PV（ページビュー）に基づく広告収入から、アルゴリズム型ウェブ広告に移行す
ることによって、地域密着を特徴として広告を集めることがより困難になると予測している。
　こうした負のスパイラルは、ジャーナリズムをめぐる二面市場の変容として捉えられる。二面
市場とは、異なるタイプの 2つの商品を別々の集団に販売する市場を指し、メディア企業の多
くが、文化的コンテンツをメディア消費者に販売し、そのコンテンツを好む消費者層を広告主に
販売するという二面市場として機能してきた（Anderson&Gabszewicz, 2006）。二面市場として
の性格を持つマスメディアは、オーディエンスと広告主という両方を客としてもてなさねばなら
ないゆえに、より多くのオーディエンスが好む内容ばかりが優先されがちになる。そしてその傾
向は報道内容にも少なからず影響し、政治などのハードニュースよりも娯楽に関するソフトニュ
ースが優先されるという限界が指摘されてきた。
　しかしそのことは一方で、多くの人が関心を抱きづらい内容であっても、公益性があるニュー
スを、人気のあるコンテンツに忍び込ませ、関心のない人にも広く伝えることが可能だったこと
を意味する。実際、県域放送などでは、さほど政治に関心のない住民たちにも興味を持ってもら
うため、読者や視聴者が好むイベント情報や花鳥風月の話題、店舗情報や広告といった、地域の
ポジティブな話題と抱き合わせ（バンドル型）で、たとえオーディエンス側のニーズが薄くとも
公益ニュースを伝えてきた。しかし今後は、地域のネット系メディアが広告主を意識して消費者
の関心を優先させ、地域社会のポジティブな話題のみを伝えて地域住民の関心を惹きつけ（アン
バンドル）、アルゴリズムによって個人好みの話題だけが配信される傾向が強まると、収益化が
困難なハードニュースや権力監視報道などを成立させることは困難になる。

3．新たなファンディング・モデルの模索
　
3-1. 公共財としてのジャーナリズム：非営利ジャーナリズム組織の増加
　これまで経営には関心の薄かったジャーナリズムだが、今世紀に入り、デジタル化に伴う経営
不振が深刻になり、欧米諸国でメディア買収や記者の大量解雇などが現実に進むと、ジャーナリ
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ズムの質の低下、ひいては民主主義の危機が懸念されるようになった。2010年前後から、理念
レベルから実践レベルまで、ジャーナリズムの新たな経営モデルが世界的に模索されている。米
国ではマスメディア・ジャーナリズムのオルタナティヴとして、2008年にサンドラー夫妻によ
る数億円の寄付（18）で設立された調査報道サイト、プロパブリカがピュリッツァー賞を複数受賞
すると、NPOジャーナリズムとして話題となった。その後もマス・メディア・ジャーナリズム
から小さなスタートアップ企業まで、多様な形態を対象に事例研究が行われ、研究者からも多様
な提案がなされている。
　多くの研究が、ジャーナリズムを非営利組織として成立させることを模索してきた。メディア
企業が株式会社として上場すると、株主に対して利益を最大化する責任を負っているため、ジャ
ーナリズムの責任と相反する状況に置かれがちであるからだ。その一方で、富裕層による出資だ
けに頼ることもまた危険である。そこでたとえば、Cagé（2016）は、教育と同様、公益ニュー
スを公共財の特性を持つとみなすことで、従来の広告収入に基づく株式会社モデルと、プロパブ
リカのような財団モデルとの間に非営利メディア組織というジャーナリズムのビジネスモデルが
あることを示し、株主や広告主、政府や財団から大きく影響されない新たな資金調達手法を推奨
している。
　鍵となるのは、ジャーナリズムを公共財とみなす視座である。公共財とは、誰かの消費が他の
人の消費の妨げにならない財やサービスを指す。たとえばリンゴは誰かが消費すれば他の人はそ
のリンゴを消費することはできないが、ニュースはその内容を別の人に無償で伝えることができ
る。このように、ニュースは、他の人やメディアが引用することで対価を支払わない人にも同じ
情報が伝わってしまうためフリーライダー問題を引き起こしやすく、ビジネスとして成立しづら
い。
　さらに、ジャーナリズムは公共財というだけでなく、社会全体に大きな影響を与える、巨大な
外部性を有した価値材でもある。教育を例に説明されるように、価値材とは、誰かが消費するこ
とによってまわりや社会全体が良い影響を得るような財を指す。そのため、何らかの形で補助や
助成が必要だという議論が展開されるようになっている。先に述べたように、ニュース、とりわ
け公益ニュースは、記事の消費者だけでなく、社会全体の利害に影響を与えうる。優れた公益ニ
ュースや調査報道によってより良い政策や選択へとつながれば、ニュースを購入しない人たち
を含め、社会全体が利益を得られる（19）。逆に権力や環境をめぐる監視や報道が十分でなければ、
大規模な汚職や環境問題、人為的災害がもたらされる可能性があり、その被害は住民全体に及び、
私たちはその代償を払うことになる。
　このように、ジャーナリズム活動、とりわけ調査報道は、多くの人びとに届くことが重要であ
る一方、最終的には誰でも手に入れられる情報を一部の人だけが課金して購入することになるた
め、ビジネスとして成立しづらいというジレンマを有している。ゆえにジャーナリズムは、公共
性に加え、外部性を有した価値材としても意味を持つため、これを公共的に必要不可欠な活動
とみなし、社会的に何らかの対策が必要と考えられるようになってきた（Allern&Pollack, 2017, 

神野, 2019a）。
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　それでは公益性の高いジャーナリズム経営を誰がどのように担うのか。従来型マスメディアの
購読料・広告モデルだけに頼るのが危うくなりつつある現在、各地で新しいジャーナリズム活動
と資金調達が模索されている。実際、米国では、2010年代以降、マスメディアの大量人員削減
が行われたのに伴い、小規模、かつ少数ではあるものの、質の高い公益ニュースの提供や調査
報道を行う非営利メディア（20）が増加している。解雇されたジャーナリストが立ち上げるケース
も、寄付や助成を受けやすくするために営利メディアが非営利に衣替えするケースもある。ネ
ット中心の報道活動としては、2005年に創設された Voice of San Diego以降、2009年創設の
Berkeleysideなど、地域社会の公益ニュース提供、調査報道を行う組織が、解雇されたジャーナ
リストを吸収するかたちで次々と多様に立ち上がった。今では全米の州議会担当記者の 2割が
非営利メディアの所属（21）、さらに 1割が学生であるという。
　後述するように、ヨーロッパでは、オランダの De Correspondentが 2013年に創設されて以降、
各地に同様の独立ジャーナリズム組織が生まれている。しかしつぶさに見れば、独立ジャーナリ
ズム組織は経営的にはやはり厳しい状態にあり、財源を複数化する中で、国や EU、財団などの
補助を必要としている。
　日本でも、2001年、OurPlanet TV（22）が、企業や行政からの広告を受けない独立ジャーナリ
ズム組織として設立され、2016年以降は、映像制作などの事業収入と、寄付金、賛助会費に基
づく認定 NPO法人として運営されている。同時期に市民が発信するニュースサイトもいくつか
創設されたが、いずれもマネタイズに対する視座が乏しく撤退した（小田 , 2022）。ほかにも調
査報道や討論に特化した独立系メディアが立ち上がっているが、地域社会の調査報道に特化した
非営利ジャーナリズムは、ウォッチドッグ大津や屋久島ポストなど、まだ小規模な活動に限られ
ている（小川 , 2022c）。ちなみに、日本では、NPO法人や一般社団法人、社会福祉法人や学校
法人によるコミュニティ FM局の運営が見られるようになり、地域メディア全般の財源モデル
の模索が続いている（小川 , 2022b）。各国のメディア制度や文化事情は日本と異なるため、単
純に比較、参照することはできないが、オルタナティヴなジャーナリズム、メディア運営の多様
な事例を参照することで、共通して見えてくる可能性や課題も少なくない。
　そこで、デジタル時代の独立ジャーナリズム組織において収入源として挙がっている 5つの
リソースについて、その利点と課題について考えてみたい。ほぼ全てのメディアがこれらの財源
を複数組み合わせ、また他メディアや他機関とのパートナーシップのもとで運営されている。ま
た営利メディアであっても、収入源の多様化が模索されている。
　
3-2. 5つの財源事例
1）ペイ・ウォールと課金モデル
　新聞は今も購読料が重要な収入源となっている。しかし、ネット上のニュースが無料であるこ
とに慣れてしまった読者に、ネット上で再び課金を迫るのは簡単なことではない。先に検討した
ように、誰もが得られる情報やニュース（公共財）に課金（サブスクリプション）してもらうこ
とは困難であるからだ。ニュースに対して関心が高いとされる北欧においても、課金に積極的で
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あるのは、元々ニュースに関心の高い層であり、若者層は消極的であるという（Kammer, et al,. 

2015）。ゆえに、希少な情報、魅力的な情報を「ペイウォール」、すなわち壁を作り、課金しな
いと見られない有料記事として壁の向こうに置くことで有料購読へと導く方法が、世界中の多く
の大手新聞社や雑誌で採用され、購読料収入増加が図られている。何をペイウォールの背後に置
くか、あるいは記事のどの部分から置くかは各社で試行錯誤し、一定ルールのもとで設定してい
るが、一般には、課金されやすい投資関連の経済情報や医療情報、芸能情報をペイウォールの先
で公開している。地方紙の試みとしては、他に、需要のある情報についての別サービスやアプリ
を立ち上げ、そこで課金を進める方法も模索されている（松本 , 2022）。愛媛新聞は、就職活動
やお悔やみなどを含む愛媛の経済に特化した内容を配信する経済サイト「E4」を立ち上げてい
る（23）。
　一方、課金モデルを再構築しようとする動きもある。静岡新聞は徹底した読者、離読者調査を
行うことで、これまで一方向的に流してきたニュースについて再考し、社員調査と比較しながら
今後の方向性を検討している（24）。新聞が対処せねばならない状況の変化を踏まえた上で、新聞
というメディアの記事執筆・購読スタイルや配信メディア、デバイスを見直し、読者に、地域の
公益ニュースを自分と関係ある情報として感じてもらうためにどのように伝えればいいのか、読
者との双方向の関係性や読者同士の交流をどう構築するのかを含めて考えていく方針を示してい
る。
　いずれにせよ購読料収入が安定して得られることはジャーナリズム活動において望ましいこと
である。しかし現在、日本のオンラインニュースの課金率は 10％（25）と、世界的にみても課金率
は低く、現在の新聞購読数（26）から推定すれば十分とは言えない。となれば、人気のある内容で
調査報道の費用分をカバーするバンドル型であり続けることになり、これまでどおりの内容と質
を維持することが難しくなることが推測される。
　
2）公共的支援
　ジャーナリズムを公共財、そして外部性を有した価値材として捉える考え方は、何らかの公共
的支援の必要性へと繋がっていく。実際、ヨーロッパで長く中心的なメディアとして存在して
いる公共放送は、広告収入ではなく、受信料を財源とすることで、視聴者側の人気や視聴率（27）、
スポンサーの意向に左右されがちな民放と異なり、社会にとって必要な公益コンテンツが放送で
き、より良い社会に有用として構想された仕組みである。
　このようにヨーロッパ諸国においては、早くからジャーナリズムを公共財、価値材として捉え、
国による直接・間接的な財政支援が試みられてきた。特に北欧では、地方メディアやオンライン
メディアをはじめとする全報道機関を対象に、比較的容易に認可されるというスウェーデンの報
道助成金や、ノルウェーやフィンランドなどの少数言語メディアに対する助成金など、国家によ
る直接的な財政支援が行われてきた。政府からの支援と聞くと、メディア報道の独立性が侵害さ
れ、権力監視の役割を果たせなくなるのではないかという懸念があるが、報道の自由度ランキン
グでは、毎年上位をこれらの国が占めている。またオンラインニュースへの課金も、ノルウェー
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（41%）、スウェーデン（33%）ともに世界的に見て最も高い（28）。メディアやジャーナリズム、
民主主義に対する市民の関心が高く、サステナブル・ジャーナリズムの好事例と言える。
　 ヨーロッパ諸国における報道メディアへの間接支援としては、付加価値税の減免、ジャーナ
リストの研修・教育などにおける助成がある。特に昨今「ハイパーローカルメディア」と呼ばれ
る、市町村領域を対象とするような小規模地域メディアに対しての助成に関して関心が高い。最
近では 2022年 2月、スイスで、これまでの政府による地方メディアに対する報道助成金やオン
ラインメディアへの助成金を倍増する支援策の是非をめぐって、国民投票が行われた。反対が
54.6%と支援拡充は否決されたが、地方ジャーナリズムの危機という問題の周知はなされたこ
とになる（29）。
　日本には助成にあたるものは見当たらないが、新聞社が販売店について値引きを禁止する再販
制度に守られているとされる。その是非はともかく、理由としては、新聞社間で過度な値下げ競
争が起こると、結果的に経営体力の弱い新聞社が市場から撤退を余儀なくされてしまい、市場
の寡占化や独占化が進行するために、言論空間における多元性を確保するという意味があると
いう（竹下 , 2018）。欧米諸国と比べて、新聞の廃刊や記者の解雇が少ない日本では、報道メデ
ィアの今後についての危機感も低く、公的支援についての議論は今のところ皆無といえる状況
にある。
　
3）財団からの助成金・寄付・クラウドファンディング
　欧米における非営利メディアは、多くの場合、購読料やメンバーシップ、寄付、助成金やクラ
ウドファンディングを複数組み合わせて運営されている。誤解されやすいが非営利といっても
ボランティアではないので職員の給料も出せる。日本との大きな違いは、欧米、特に米国には、
ProPublicaを立ち上げたサンドラー財団やナイト財団等、巨大な財団が複数存在しており、そ
こからの助成金が収入の一定割合を占めている点である。財団からの助成は、半永続的なものと
一定期間ごとの申請によるものがあるが、多くの独立系ジャーナリズムは、一つの収入源に頼る
ことでその影響下に入ることを避け、個人の寄付やメンバーシップ、複数財団からの支援など、
収入源の多様化を心がけている。
　活動や問題を広く知らせ、調査報道の資金を集める活動として、2010年前後から世界各地で
頻繁に試みられるようになったのがクラウドファンディングである。クラウドファンディングは、
金銭的利益を目的とした投資家、株主とも、見返りを求めない寄付者とも異なり、何らかの心情
的報酬やグッズ、決定権などを得ることを求めた資金提供方法である。ジャーナリズム活動にお
いては、メディアやジャーナリスト側が調査報道やドキュメンタリーの企画を提案し、支援者は
寄付と引き換えにその内容を見聞きするか、記事や作品、記念品などを受け取ることになる。
　日本でもクラウドファンディングによるプロジェクト運営は定着しつつあるが、ジャーナリズ
ム活動についてはまだそれほど多くない。米国では Spot-us、英国では Contributoriaなどのジャ
ーナリズムに特化したプラットフォームが一時期注目されたが、いずれも短命に終わっている。
しかし一般のクラウドファンディングサイトでのメディアの立ち上げ、単発の取材や事業の資金
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調達は続いている。
　Aitamurto（2011）は、クラウドファンディングに基づく取材、発信が、ジャーナリストと資
金提供者との強い結びつきを生み出すと同時に、ジャーナリストのプロデューサー感覚と責任感
を高め、その役割を変えていくと論じている。また Cha（2020）は、韓国でのジャーナリズム・
クラウドファンディングサイトのデータをもとに、ジャーナリズムのクラウドファンディングに
参加する市民は社会的変革を求めており、その役割を明確に伝えて資金を募った企画に資金が集
まること、その際、一般的な事実ではなく、個人や集団が遭遇した苦難の物語の解決として提示
するなど、伝え方の重要性を指摘している。
　いずれにせよ、クラウドファンディングでは、これまでメディアを媒介に、間接的にしか対峙
してこなかった情報の送り手と受け手が、資金調達を媒介に出会うことで、これまでの送り手か
らの一方的な情報ではなく、受け手／資金調達者の間に双方向の関係性が求められている。
　しかしそのことはまた、ジャーナリスト側の自律と、オーディエンスの発言権との間に潜在
的対立を、またオーディエンス側の欲求に沿うことで、客観性をめぐる葛藤が生まれうると
Hunter（2015）は指摘している。さらに Carvajalら（2012）は、ジャーナリストと資金提供者
との間の関わりの変化を認めつつ、クラウドファンディングはあくまでも代替的で、一時的なリ
ソース以上にはなり得ないと指摘している。実際、長期的にクラウドファンディングで資金調達
を「続ける」ことが困難であろうことは容易に想像がつく。
　
4）メンバーシップ
　課金モデルの成功事例として、英国紙 Guardianの事例が挙げられることが多い。Guardianは、
2010年代に多大な損失を出し、存続が危ぶまれる状況であったが、同紙のウェブサイトを通じ
て、メンバーとして寄付を求めるキャンペーンを行ってデジタル収入を伸ばし、話題になった。
公益ニュースや情報を広くすべての人に伝えることを掲げてペイウォールを設定しない方針とと
もに、単に購読料を払って新聞を読む読者としてではなく、ジャーナリズム活動を支持するサポ
ーター、メンバーと捉えた姿勢が読者に評価されたのだと言える。
　メンバーシップによるジャーナリズム活動は、むしろ従来型マスメディアよりも、独立系のデ
ジタル・ジャーナリズムにおいて中心的モデルとなっている。多くがメンバーシップ収入だけで
なく、単発の寄付や助成金も併用して運営されているが、ここで求められているのは、単なる購
読者を超えたジャーナリズム活動への関わりである。むしろメンバー限定のイベント参加を含む、
ジャーナリズム活動への顕在的・潜在的参加が、支援者側のインセンティヴとなっている側面も
ある。
　米国の代表事例として紹介されることが多いのが 2009年にジャーナリスト 2名が設立したカ
リフォルニアの地域ニュースサイト、Berkeley Side（30）である。市民生活に必要となる地元の詳
細な公益ニュースを無料ですべての人に提供することを目指し、現在、4500人を超える読者メ
ンバーによる定期的な寄付あるいは月額購読費を得ている。日本の非営利組織と似た、米国 501

（c）（3）の資格で運営され、すべての寄付が税控除の対象となっている。
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　ヨーロッパの代表事例としては、クラウドファンディングをもとに設立されたオランダの De 

Correspondentが挙げられる。日々、大量に流れてくる不安や恐怖を煽るだけのニュースや誇大
宣伝ではなく、広告を排除し、毎日の出来事をよりよく理解し、より社会に建設的に参画できる
ための記事の配信を掲げた独立ジャーナリズムであり、デンマークの Zetland（31）、Bristol Cable

をはじめ、ヨーロッパ各地のデジタル系独立メディアに大きな影響を与えている。
　De Correspondentは国、国際レベルのニュースに焦点を当てているが、地域レベルでも同様
の試みがより地域密着志向で展開されている。英国南西部、ブリストルに 2014年に発足した
Bristol Cableは、協同組合型のニュース組織で、ウェブサイトを中心とした地域の公益ニュー
スと調査報道の配信のほか、メディアニュースの認知度向上を狙い、3ヶ月ごとに 3万部の新聞
を無料で地域に配布している。現在、国内外の助成金（62%）とともに、月額 1ポンド以上を
支援する 2800人のメンバーシップ収入は運営費の 36%を占める。メンバーは、役員選挙に関
われる他、年次総会の際には、今後の取材テーマや運営方針をめぐる方向性や、身近に感じてい
る地域の課題などについて、小グループで意見交換をする。また選挙に関する意見や組織の方向
性についてのアンケートに日常的に参加し、取材方針の決定に関わる。受身的に情報やニュース
を受け取るだけでなく、メンバーが積極的に取材内容に関与し、また討論できる仕組みが設定さ
れている。メンバーは、現在の社会全般、さらに玉石混淆の情報を流し続けるマスメディア・ジ
ャーナリズムの現状に違和感を持っている、比較的若い世代が多いという（32）。同組織の成功は、
ブリストルという、クリエイティブ・ミドルクラスが多い、比較的リベラルな地域ゆえに成立し
ている側面もあるかもしれないが、メンバーたちのメディアへの、そしてコミュニティへの帰属
意識を高め、地域社会の変革を目指すモデルは、関係者からの注目を集めている。
　
5）パートナーシップによる間接助成
　サポートとは金銭だけではない。欧米では、民主主義社会におけるジャーナリズムの意義を認
め、その危機を認識した上で、金銭的支援だけでなく、多様なアクターがパートナーシップを結
んで間接的支援体制を準備している。
　メディア企業の縮小に伴って設立された非営利ジャーナリズム組織は、単独で成立していると
いうより、既存メディアとのパートナーシップや、大学とのインターンシップやトレーニング課
程の共有などの支援を受けながら成り立っている点にも目を向けるべきだろう。
　脇浜（2019）は、米国における非営利ジャーナリズムの今後について、コンテンツ供給など、
営利メディアとの提携、パートナーシップの必要性を挙げている。人員不足とコンテンツ不足に
悩むマスメディアにとっては、経費を抑制してクオリティの高い報道の機会が得られ、非営利ニ
ュース組織にとっても、より多くの住民に公益情報が伝えられる「リーチ」と、知名度向上とい
う「インパクト」がもたらされる利点がある。また沢村（2022）によれば、米国では組織運営
の経験がなくても地方メディアを立ち上げられるように、経営や運営のノウハウを提供し、メデ
ィア発信の技術支援をする団体もあるという。
　英国でも、地域メディアの弱体化が民主主義に悪影響を与えるとの問題意識から、BBCが
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2018年、公益ジャーナリズムに取り組む地域メディアに対し、「ローカル・ニュース・パートナ
ーシップ事業（33）（最大 年 800万ポンド＝約 12億円）」を行っている。BBCが拠出する資金でロ
ーカル・メディアに雇用された記者（ローカル民主主義リポーター）165名以上が出稿する地域
政治、行政の記事を、BBCと参加メディア（現在では 1000以上）が共有できる制度や、BBC

のリソースを参加メディアが使用できる「ニュース・ハブ」、データジャーナリズム支援などが
この制度のもとで進められている （田中・青木 , 2019）。
　大学も支援の一翼を担っている。英国では小さなジャーナリズム組織が頼れそうな支援組織が
少なくとも 3つある。英国の The Center for investigative journalismは、2003年に設立された
慈善団体であるが、先に述べた Bristol Cableをはじめ、世界各地のジャーナリストたちに対し
て調査報道やデータ・ジャーナリズムのテクニックを提供している。大学（ロンドン大学ゴール
ドスミス校）はセンターに場所を提供しているほか、調査報道やジャーナリズムの授業をセンタ
ーの職員が担うことで、人件費の一部を拠出する形になっている。英国には他にもカーディフ大
学の Center for Community Journalismが、ローカル・ジャーナリズムのトレーニングや調査、
メディアのネットワーキングなどを通じたローカル・ジャーナリズム組織のサポートをしており、
2019年に設立され、大学の教員等が理事を務める Public Interest News Foundationは、上記の
ような調査、公益ジャーナリズムのトレーニングなどの他に、Covid-19流行時には緊急助成基
金として 6万ポンドを 20のコミュニティ・メディアに助成している。
　直接的な金銭的支援だけでなく、ジャーナリストのトレーニング、ウェブ技術や運営の相談、
同様の他組織とのネットワーキングや提案、調査などは、余裕のない小規模メディアにとっては
間接的に大きな助成となることだろう。地域でのジャーナリズム活動に対するこうした直接・間
接支援のネットワークが、今後、日本にも必要ではないだろうか。そうでなければ各地の地域の
小規模メディアが個別に Googleなどから助成を得ることも難しいだろう。
　
4．ジャーナリズムへの市民のエンゲージメント：クラウド・ソーシングと問題解決型ジャーナ
リズム

　
　さてここまで、資金や運営面でのリソースと課題に焦点を当てて、新たなジャーナリズムの形
を見てきた。断っておきたいのは、今後全てのジャーナリズムが非営利化すると言いたいわけで
はなく、営利の方が望ましいとする主張も根強く（Jarvis,2014=2016）、むしろ国レベル、県域
レベルの営利ジャーナリズムからこぼれ落ちていく地方の公益ニュースや調査報道を、何とかし
て維持しようと、非営利ジャーナリズムが世界各地に生まれていると考えられる。重要なことは、
営利であれ、非営利であれ、ジャーナリズムを公共財、価値材とみなすことで、メディア企業だ
けの問題として捉えず、危機を契機に健全なジャーナリズム活動をいかに社会が維持できるかと
いう問題意識が欧米では共有されつつあるということだ。そしてそれは、メディア企業のプロフ
ェッショナルだけに任せてきたジャーナリズムのありようが変化し、市民、住民の関わり（エン
ゲージメント）も変化しうることを意味する。
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　購読料やサブスクリプションの視点からみれば、Guardianが購読者からサポーターへと考え
方を転換させたのが象徴的である。日本でも、西日本新聞が読者の疑問に記者らがオンデマンド
で答える「あなたの特命取材班」のコーナーを設けて評判となり、全国の地方紙に広がっている。
静岡新聞の提言にもあるように、読者側のニーズに応えること、伝える必要のあることをどう伝
えるかを工夫することが送り手側にも求められるようになっている。
　さらにクラウドファンディングの視点からは、受け手側と送り手側が資金提供をめぐって直接
向き合うことから、ここでもジャーナリストは支援者の要望を汲み取りながら、説明責任を負う
ことになる。あるいは、これまで疑われることのなかった記者の表現スタイルや客観性について
も対話の中から再考されていくことになるだろう。メンバーシップ制を取るのであればなおさら
のこと、ジャーナリズム、ひいては社会的事象に関心の高い読者やオーディエンスの期待にいか
に答えるかが常に問われる状況に置かれる。
　受け手側のジャーナリズムへの関与という視点では、ジャーナリズムにおけるクラウドソー
シングにも注目が集まっている。ジャーナリズムにおけるクラウドソーシングのタイプとして
Onuhoaら（2015） は、1）取り組むべき取材内容の優先順位を決める「投票」、2）自分が見聞
きしたニュース現場のことを共有する「目撃」、3）「個人的経験の共有」、4）専門知識の提供、
5）時間やスキルの提供による「ニュースタスクの完成」6）他のオーディエンスへの「呼びかけ」
を挙げている。スマホで撮影した事件・事故現場写真の提供など、すでにこうした流れはマスメ
ディアにおいても進んでいる。実際、Bristol Cableでは、住民投票の課題について、読者側か
ら質問を募り、その質問に対して情報や背景を提供したが、その際、読者側の数々の質問から、
住民が何を疑問に感じているのか、何を求めているのかを知ることができたという。また市長選
挙の際には、住民が感じている課題についてメンバーに質問し、その回答から重要課題リストを
作成し、実際に候補者たちに届けたという。メンバーシップ担当の Batt氏は、Bristol Cableが「単
なる新聞社ではなく、ジャーナリズムを使って、町を誰にとってもより良い場所にしたいコミュ
ニティ（34）」と表現しているのが象徴的だ。
　受け手、市民側の関与の増大は、昨今注目される「問題解決型ジャーナリズム（35）」の流れと
も一致する。Bristol Cableでは、町で何が起こっているのかを深く理解するために徹底的に調
査し、記事を提供することで、何が自分たちにできるのかを考えてもらえるような問題解決型ジ
ャーナリズムを心がけている（36）と明言している。
　清水（2018）は、問題解決型ジャーナリズムについて、米国発のソリューション・ジャーナ
リズムや北欧発の建設型ジャーナリズムなど「社会問題の解決に向けて、何らかの前向きな変化
を導いたり、対立を予防したりすることを目的とする報道」と定義している。デンマークの独立
系ジャーナリズムメディア Zetland は、朝晩、ジャーナリストたちが必要だと思ったニュースと
解説を文字と音声の記事で配信しているメンバーシップ型メディアで、若者の支持が多いことで
注目を集めている。記事では、結果としてのニュースだけ伝えるのではなく、問題が起こった構
造を調査して記事にしている。CEOの Klitgaard氏は、「私たちは毎日、自分がどうすることも
できない暗いニュースの洪水の中にいる。誰かの責任を追求することも大事だが、それは自分た
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ちの仕事ではない。また通にしかわからない高度な調査報道だけ送りつづけてもよくない。つま
り高級ワインと毎日の生活に必要なミルクを届けるのが自分たちの仕事」と述べる。記者たちは
具体的に、たとえば「28歳、地方在住の看護師」を頭の中に思い浮かべ、彼・彼女に伝わるよ
うに語りかけ、何をしたらいいのかがわかるように伝えるのが使命（37）と述べている。
　問題解決型ジャーナリズムや、メンバーシップ型のジャーナリズムは始まったばかりだ。ジャ
ーナリズムは、権力監視の調査報道に見られる高い理想の一方、経済的に資本主義のルールに従
わなければならないというジレンマを抱えていた。その点において、非営利のジャーナリズムは、
支持してくれる支援者側の理解があればそのジレンマから逃れることができるかもしれない。し
かしその一方、組織運営をいかにサステナブルにしていくか、またこれまでジャーナリズムが金
科玉条としてきた客観性や編集の自律性というルールの再検討など、残された課題も少なくない。
　
5．おわりに：ジャーナリズムを支えるメディアリテラシー
　
　「ニュース砂漠」を告発したAbernathy（2018）は、ニュース砂漠が、メディア企業の財政破綻
だけで起こるのではなく、住民側の無知によっても起こりうると述べている。そして図書館や市
民団体、教育機関や自治体、政治、そしてメディアとが連携して、地域ジャーナリズムと健全な
地域社会の関係について理解する市民のメディアリテラシーを育んでいく必要があると述べる。
　日本ではそもそも民主主義に対する理解が十分ではなく、公益ニュース、調査報道が私たちの
生活や民主主義に果たす役割についての理解も進んでいない。しかしだからこそ、ジャーナリズ
ム側の自助努力の一方で、子どもや住民がサステナブル・ジャーナリズムを理解するためのメデ
ィア・リテラシーについて考えねばならない。デンマークの独立ジャーナリズム Zetlandの若い
メンバーたちは、「社会のありようについて考える意思と知性を持っている自分」というプライ
ドでメンバーになっているという（38）。メディアの側に質の高いニュースを提供しているという
矜持があるのと同様、メンバー、購読者の側にも、質の高いニュースに課金してジャーナリズム
活動を支えている市民という矜持があることに注目したい。メディア・コミュニケーションのあ
りようやデバイスは変わっても、ジャーナリズム的活動は民主主義社会に必要であり続ける。そ
の意義と仕組みを理解した市民・住民なしに健全なジャーナリズム活動は成立しない。
　Williams（2017）は、研究者がジャーナリズムの重要性と経営的課題について、多くの人に
わかる形で伝えるべきだと論じている。本稿もそうした目的のもとでまとめたつもりである。
　
※　本研究は、2019年度科学研究費基盤研究 C 「次世代ジャーナリズムのファンドレイズをめ
ぐる研究（19K12698）」助成をもとに執筆した。
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